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6月 度理事会概要

開 催 日 時 : 平成 26年 6月 12日 (木)15時 00～ 17時 00分
開 催 場 所 :  文京男 女平等セ ンター

文京 区本郷 4-8-3
理 事 総 数 :  10人
出席理事数 :   8人

(1)理 事長挨拶

お忙 しい中ご参集いただきありが とうございます。

総会時の理事会か らします と第二回 目の理事会 とな ります。

実質的な理事会がスター トいた しますので宜 しくお願い致 しま

す。

(2)業務報告

事務局運営 0渉外
05月 12日 (金 )全 国消防機器販売業協会総会・懇親会

永井前理事長、岡野事務局長出席。
・ 5月 28日 (水 )(一社)日 本火災報知機工業会総会・懇親会

水落課長代理出席
・ 5月 29日 (木 )(一社)全国消防機器協会総会・懇親会

岡野事務局長出席
・ 5月 29日 (水 )神奈川県防災消防協同組合総会 0懇親会

広江理事長出席

共同購買 :

5月 に入つてか ら売上の回復がみ られる。 6月 も前年度に比ベ

増加が見込める。誘導灯、消火器などの売上が堅調である。

財務 :

5月 売上が伸びたので営業利益のマイナス分が多少な りとも

改善された。 しか し、利益率が低い。その改善を指向する。



第 1号議 案 理 事 の役割分担 につ いて

広江理 事長 よ り組合組織 図 が配布 され た。 それ ぞれ に役割 が割

り振 られ 、仕事 の内容 につ い て又要望が理事長 よ り説 明がお こ

なわれ た。

渉外  担 当 :吉 田、 自木

広報 担 当 :武藤 、岡野

防災組合 ニ ュース 、機 関紙 の発行 を行 い企画 の面 か ら

そ の制 作 に積極 的 に係 つて欲 しい

福利厚生 担 当           
°

:古木

屋形船、研修旅行 、 ゴル フ、忘年 会、ボ ウ リング大会 等

早 めに準備 を進 めて 内容 のあ るイ
)ベ

ン トを開催 して欲 し

い 。

規約  担 当 :松原

研 究部会 で規約改 正 を検討 し、理事会 に上程す る。

共 同購 買 担 当 :古木 、 中島

まず は、売上 の年 間 目標 を達成づ
~る

よ う努力 して欲 しい。

受注事業 担当 :飯村

支部運営 担当 :中 島、飯村、武藤

秋の正副支部長会議に向けて各支部に支部会の

開催を要請す る。三役を含め支部担当は積極的に

支部会へ参加 し、支部の考えを理事会に持ち帰 る。

開発部 担当 :白 木、吉 田

予算が少ないなか良いアイデアを出して欲 しい。

財務部 担当 :中 島、岡野

理事長、小出会計等 と綿密 に連携 し健全な

財務運営を遂行する。

教育部 担当 :磯部、松原

教育事業の重要性 をかんがみ松原理事を加え

新 しい事業の構築を推進する。

第 2号議案 損害賠償保険について

松原理事 より新理事各位 にたいして賠償保険の問題点
を説明した。 この問題 は松原理事を中心 として研究部会で

良く検討 し、より良い方向を目指す ところとする。
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今後 のスケジュール

理事長 よ り今後 の催 事 の概 要 が示 され た。

7月 18日 (金) 全消販 研修・意 見交換会

6～ 7月      各支部会 開催予定

9月 18日 (木) 理事会・合 同支部会・屋形船

10月 16～ 17日 (木 、金)研 修旅行 0ゴル フ大会

12月 18日 (木 )理事会・ ボ ウ リング大会・ 忘年会

平成 27年

1月 8日 頃    三役年始挨拶廻 り・ 三役 会

1月 22日 (木) 新年賀詞 交歓会  (東京 ガーデ ンパ レス )

次 回理事会   7月 17日 (木)15;00よ り

文京 シ ビ ックセ ンター  3階 B会議 室
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平成 26年 6月 度業務報告

・A F__(曜 )    ・内 容 等 ・ 来局理事等

5月 22日 (木)5月 度理事会 第47回通常総会 (東京ガーデンパレス)

5月 28日 (水)(―社)日 本火災報知機工業会 総会懇親会(ス クワール麹mrl

水落課長 代理出席

5月 29日 (木)(一社)全国消防機器協会 総会懇親会 (ス クワニル麹町)

岡野事務局長 出席

神奈川県防災消防協同組合 総会懇親会 (メ ルパルク横浜)

広江理事長 出席

6月 5日 (木)mサ ンリビング、三井住友海上側 保険打合せ (組合事務所)

広江理事長、岡野事務局長

6月 9日 (月 ) 業務決裁       ・ 00広 江理事長  (会社にて)

6月 10日 (火)ガ 出ヽ会計事務所   (経営診断)

広江理事長 来局  打合せ

6月 12日 (木) 7月 度理事会   (文 京区男女平等センター 研修室 )



図

(理事長 :広江)

(担当:松原 0武藤 )

(担当:中 山・佐藤)

(担当:吉田・白木)

(委員長 :広江)
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(担 当:吉田・白木

(担当:武藤・岡野)

(担当 :広江 )

(担当:松原)

(担当:磯部・松原)

(担当:中 島・岡野)  (担 当:古木。中島)

(担当:飯村 )

(担当:中 島)

(担当;中 島・飯村・武藤 )

(事務局長 :岡野)

相談役 :千葉平八



(月 千リアごス111・
子

消防法施行HIUO■部を改正
する省令及び関係告示o概要

消防庁予防課
|

平成25年12月 27日 に、消防法施行令の一部を

改正する政令 (平成25年政令第368号。以下「改

正令」という。)及び消防法施行規則の一部を改

正する省令 (平成25年総務省令第126号。以下

「126号省令」という。)が公布された。改正令は、

平成25年 2月 に発生した長崎市認知症高齢者グ

ループホーム火災を踏まえ、スプリンクラー設備

の設置基準の見直し等を行うものである。また、

126号省令|よ、同じく長崎市認知症高齢者グルー

プホーム火災を踏まえ、避難が困難な者が入所

する社会福祉施設等における消防機関に通報す

る火災報知設備に関する基準の一部改正等を行

うものである。

また、平成26年 3月 26日 には、消防法施行規

則の一部を改正する省令 (平成26年総務省令第

19号。以下「19号省令」という。)が公布された。

19号省令は、改正令による消防法施行令 (以下

■改正の背景

(1)長崎市認知症高齢者グルニプホーム火災

平成25年 2月 8日 、長崎市の認知症高齢者グ

ループホームにおいて火災が発生し、死者 5名、

負傷者 7名 を出す惨事となった。

この火災を受け、消防庁では、「認知症高齢者

グループホーム火災対策検討部会」及び「障害

者施設等火災対策検討部会」を設置し、避難が

困難な者が入所する社会福祉施設等 (令別表第

1(6)項口に掲げる施設をぃう。以下同じ。)に

おけ%火災対策について検討を行った。

「令」というb)の二部改正に伴い、スプリンクラー

設備の設置基準に関し、総務省令で規定するこ

ととされた事項等について規定するものである。

加えて、平成26年 3月 28日 には、入居者等の

避難に要する時間の算定方法等を定める件 (平成

26年消防庁告示第4号。以下「4号告示」とい

う。)が公布された:4号告示は、19号省令によ

る消防法施行規則の一部改正に伴い、スプリン

クラー設備の設置を要しない構造について、消防

庁長官が規定することとされた事項等について

規定するものであるも

本稿で1よ、126号省令及び19号省令の概要を

解説する。また、19号省令についての解説の中

で、4号告示についても解説する。なお、本稿中、

意見にわたる部分は筆者の私見であることをあ

らかじめお断りする。

「認知症高輸者グループホーム火災対策検討
部会」はt火災発生直後の3月 から検討を開始
し、計 4回開催して9月 に報告書の取りまとめ
を行った。また、「障害者施設等火災対策検討
部会」は、認知症高齢者グループホーム火災対
策検討部会における検討を踏まえながら、 7月

に設置し、計4回開催して平成26年 3月 に報告
書を取りまとゅた。両検討部会では、関係省庁
である厚牛労働省、国土交通省の参画を得なが
ら、関係団体である高齢者施設関係者、障害者
施設関係者等の意見を取り入れて、ソフト・ハー
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ドの両面にわたる対策が整理された。

両検討部会での検討では、初期消火やグルー

プホーム職員からの火災通報がなされていない

など、防火管理者側の初期対応に関する課題が

あるほか、火災のあった施設の延べ面積が275ぶ

未満であるため、スプリンクラー設備の設置義

務がなく、実際に設置されていなかったことか

ら、火災の抑制ができなかったこと等の課題が

明らかになった。

(2)改正令による改正事項

両検討部会での検討を踏まえ、避難が困難な

者を入所させる社会福祉施設等に対し、原則と

して延べ面積にかかわらずスプリンクラー設備の

設置を義務付けることとし、改正令が、平成25

年12月 24日 に閣議決定され、同月27日 に公布さ

れた。

改正令では、避難が困難な者を入所させる社

会福祉施設等におけるスプリンクラー設備に関

する基準を改正して、原貝1と して延べ面積にか

かわらず、スプリンクラー設備を設置しなけ4ば

ならないこととした(改正前の面積要件は275ゴ

以上)。

ただし、例外として、火災発生時の延焼を抑

制する機能を備える構造として総務省令で定め

る構造を有するものについては、スプリンクラー

設備の設置を要しないこととした。この例外措

置は、改正令による改正前から規定されている。

また、避難が困難な障害者等を入所させる施

設である障害者支援施設 (令別表第1(6)項ロ

(5))や救護施設 (同項口 (2))、 障害児支援施

設 (同項口(4))については、「介助がなければ避

難できない者」として総務省令で定める者を主

として入所させる施設についてのみ、延べ面積

が275ゴ未満の施設にもスプリンクラー設備の設

置を義務付けることとした (該当しない場合は、

従来の面積要件を据え置き、延べ面積が275題

以上の施設にのみ義務付け)。

(3)改正令の施行期日及び経過措置

改正令(上記改正事項に係る改正規定)は、平

成27年 4月 1日 から施行することとした。また、

経過措置として、改正規定の施行の際、現に存

する避難が困難な者を入所させる社会福祉施設

等 (当 該用途に供する部分が存する複合用途防

火対象物を含む。)並びに現に新築、増築、改築、

移転、修繕又は模様替えの工事中のものにおけ

るスプリンクラー設備に係る技術上の基準につ
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スプリンクラ■設置基準の見直し(令§12)

ET鱚辮 塚 事 脚写 マ   !■ )| : | ‐
1't=:i. . :       1‐

いては、平成30年 3月 31日 までの間は、なお従

前の例によることとした。

■19号省令の概要

(1)火災発生時の延焼を抑制する機能を備える

構造 (第 12条の2関係 )

令第12条第 1項第 1号において、火災発生時

の延焼を抑制する機能を備える構造を有する施

設については、火炎の燃え広がりを一定の区域

に閉じ込めることによリー定の避難安全性を確

保することが期待でき、スプリンクラー設備と同

等の安全性を確保できることから、既にスプリン

クラー設備の設置を要しないこととされている。

規則第12条の2の改正は、令第12条第 1項第

1号の改正により新たにス:プ リンクラー設備の

設置義務の対象となる275ぶ 未満の施設につい

て、所要の規定を整備するものである。

なお、改正前の令第12条第 1項第 1号に規定

する「火災発生時の延焼を抑制する機能を備え

る構造」として、火災発生時に炎や煙を遮る準耐

火構造の壁。床で居室を囲む「防火区画」を設け、

力つ、壁 ‐天丼の内装を不燃性能のある材料で

仕上げる「内装制限」を講じたものには、スプリ

ンクラー設備を要しないこととされている。

このうち、「内装制限」は、壁・天丼が燃焼し

火炎が伝播することによる延焼の抑制に効果が

あるとともに、出火室、出火部分の内装が燃焼

することによる煙の発生を一定時間抑えること

で避難時間を確保するものであることから、火

災発生から避難を終えるまでの時間が短い避難

が容易な構造 (避難容易性)を有する施設であれ
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ば、内装制限された施設と同様に安全な避難が

行えるものと考えられる。

今回の改正は、「防火区画」、「内装制限」、「避

難容易性」を組み合わせることで、小規模施設

の様々な態様に対応し、スプリンクラー設備の

設置を要しない構造の要件を定めている。

ア 第1項第1号

第 1項※は、「防火区画」と「内装制限」を組

み合わせてスプリンクラこ設備の設置を要しない

こととしている。(※ 第 2号は1,000ゴ 以上の施

設に係る規定であるため本件省令改正の対象外)

275五以上1,000」 未満の施設で「防火区画」

と「内装制限」があるものについては、スプリン

クラー設備と同等の安全性を確保できることか

ら、スプリンクラー設備を要しないこととされて

いる。延べ面積275ゴ未満の施設についても、同

様の考え方で安全性の確保が見込まれることか

ら、従前の延べ面積1,000ゴ未満の施設に係る規

定を延べ面積275ゴ 未満の施設に適用できるこ

ととする。

なお、改正令により新たにスプリンクラー設備

の設置を義務付けられる延べ面積が275ぶ未満

の施設のうち、施設の利用者の居室が避難階の

みに存するものであって、後述する「避難容易性」

の要件 (第 2項第 2号の要件)を満たすものにつ

いては、「内装制限」を要しないこととしている。

イ 第2項

第2項は、一定の要件を満たした特に小規模

な施設 (延べ面積100」未満)について「防火区

画」を不要とし、「内装制限」又は「避難容易性」

が確保されている場合にスプリンクラー設備の

設置を要しないこととしている。

なお、「防火区画」は、第 1項第1号において、

床面積が100ゴ 以下であることと規定されてい

る。第2項の規定の適用を受ける施設は、延ベ

面積が100ゴ未満の施設であり、火災を閉じ込め

るべき区画よりも小規模のものであることから、

そのような規模の施設には「防火区画」を不要

としたものである。

171第 2項柱書きに規定する施設の要件

第2項の規定を適用する施設に係る要件とし

ては、①単一用途であること、②入居者等の利

用に供する居室(も っばら施設の職員が使用する

こととされている居室以外の居室)が避難階のみ

に存することを定めている。

①の要件は、防火区画を設けない第2項に係

る施設に、他の用途の火災危険性が及ぶことが

ないよう定めるものである。

②の要件は、施設の入所者の多くが介助がな

ければ避難できない者であることを踏まえ、短時

間での避難完了を確保するため、介助を要する

者が階を跨いだ避難を行うことがない構造に限

定されるよう定めるものである。これらの要件は、

防火区画を不要とすることの代替措置として定

められる施設構造に関する要件である。

に房 2項各号に規定する施設の要件

第2項第1号は(柱書きに規定する要件を備

えた施設で「内装制限」を行ったものについて、

スプリンクラー設備の設置を要しないこととし

ている。

第2項第2号は、第2項柱書きに規定する要

件を備えた施設のうち、居室の出入口に自動閉

鎖装置付きの戸を設置したもので、「避難容易

性」を満たすものについて、スプリンクラー設備

の設置を要しないこととしている。

第2号に規定する「避難容易性」は、①避難

が容易な構造を有する施設であって、②入居者

等の避難に要する時間として消防庁長官が定め

る方法により計算した時間※が、火災発生時に

確保すべき避難時間として消防庁長官が定める

時間※を超えないもの、という2要件を満たすも

のである。(※後述「4号告示の概要」第 1・ 第

2参照)

①避難が容易な構造を有する施設の要件とし

て、火災発生時に早期に覚知できるよう煙感知

器の設置を定めるほか、介助がなければ避難で

きない高齢者 。障害者が短時間で円滑に屋外の

安全な場所まで避難するための経路を確保する

内容の規定となっている。

②入居者等の避難に要する時間として消防庁

長官が定める方法により計算した時間が、火災

発生時に確保すべき避難時間として消防庁長官
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が定める時間を超えないものの要件は、平成19年

に発出された予防課長通知 (消 防予第231号)の

考え方を踏襲したもので、個々の施設の構造に応

じ、火災発生時に介助者が施設の入所者を避難

させるための時間を誰 することとしている。

ウ 第3項

第 3項は、共同住宅等の一部を使用する避難

が困難な者を入所させる社会福祉施設等で、居

室に代えて住戸を単位とした「防火区画」を設

定した上で、「内装制限」などを行った場合に、

スプリンクラー設備の設置を要しないこととし

ている。

住戸を単位とするため、住戸が面する廊下や

主たる出入口について防火上必要な要件を定め

るほか、住戸内での避難経路について安全を確

保するため、住戸の床面積を100ぶ以下とし、廊

下に通ずる通路については消防長官が定めると

ころにより設けることとしている (後述「 4号告

示の概要」第3参照)。

(2)介助がなければ避難できない者 (第 12条の3

関係 )

避難が困難な障害者等が入所する障害者入所

施設や障害児入所施設、救護施設においては、

警報時に避難が認知できない者やパニックで行

4号告示の概要

第1 入居者等の避難に要する時間の算定方法

入居者等の避難に要する時間は、①入居者等

が避難を開始するまでに要する時間、②入居者

等が屋外までの避難を終了するまでに要する時

間をそれぞれ計算し、足し合わせて算定する。

①入居者等が避難を開始するまでに要する時間

施設の延べ面積 (単位 ゴ)の平方根を30で除

して得た値 (単位 分)

②入居者等が屋外までの避難を終了するまでに

要する時間

次の(1)か ら(3)ま でに掲げる時間を合算した

時間

(1)入居者等の存する各居室に介助者が至るのに

要する時間

各居室からの避難経路上の移動距離を次のイ

からハまでに掲げる介助者の移動速度で除して

得た時間を合算した時間

イ 介助者の移動速度(階段上り)分速54m

口 介助者の移動速度 (階段下り)分速72m

ハ 介助者の移動速度 (階段以外における移動)

分速120m

(2)介助用具が必要な入居者等がそれぞれ乗り換

え等の準備に要する時間

介助用具等が必要な入居者等の数 (2に満た

なし`場合は2とする。)にO.5(単位 分)を乗じて

得た時間を合算した時間 :

０
Ｃ
Ｊ
ニ



動が不安定になる者、運動機能障害等により自

力ではほとんど移動できない者など、「介助がな

ければ避難ができない者」が入所していることが

想定される。

一方で、一定の障害を有する者であっても適

切な助言があれば避難できるなど、「介助がなけ

れば避難できない者」が主として入所するとまで

言えない施設も存在すると考えられることから、

改正令においては、「介助がなければ避難できな

い者」を主として入所させるとまで言えない施設

については、従前の面積基準を維持する・ことと

されている。

どのような者が「介助がなければ避難できない

者」に該当するのかは総務省令で定めることと

しており、具体的には、①乳児及び幼児又は②

一定の要件に該当する障害者としている。

障害者に係る②の要件は、「障害支援区分に

係る市町村審査会による審査及び判定の基準等

に関する省令」(平成26年厚生労働省令第5号)

に規定する認定調査項目(障害者の支援の程度

を判定する調査項目)において、避難に関連する

以下の項目のいずれかの判定内容が、以下のと

おり避難困難な状態であると判断されることで

ある。

イ 「移乗」において、「支援力不要」又は「見守

り等の支援が必要」に該当しない者

口 「移動」において、「支援が不要」又は「見守

り等の支援が必要」に該当しない者

ハ 「危険の認識」において、「支師 要」又

は「部分的な支援が必要」に該当しない者

二 「説明の理解」において、「理解できる」に該

当しない者

ホ 「多動・行動停止」において、「支援力不要」

に該当しない者

へ 「不安定な行動」において、「支援が不要」

に該当しない者

なお、避難が困難な要介護者を入所させる高

齢者施設については、要介護者が「入浴、JRつ、

食事等の日常生活における基本的な動作」につ

いて介護を要すると見込まれる者であり、避難

が困難な要介護者は「介助がなければ避難でき

ない者」であるため、障害者のような例外規定は

設けていない。

(3)自 主表示対象機械器具等の製造業者等によ

る届出事項 (第44条の2関係)

19号省令では、消防法施行令の二部改正 (平

成25年政令第88号 )を契機に、自主表示対象機

械器具等の製造業者等が届け出なければならな

い事項 。様式を明確化している。自主表示対象

機械器具等が規格に適合することを確認する各

試験力灘 実に実施されるよう、19号省令により、

試験の結果並びに試験に使用した設備及び試験

の方法(試験の項目、内容及び判定方法等)に関

する事項を届出事項としている。

(4)施行期日

(1)及 42)に係る事項は平成27年 4月 1日 か

ら、(3)に係る事項は公布の日(平成26年 3月 26

日)からそれぞれ施行することとした。

■126号省令の概要

126号省令では、消防法施行規則第25条を改

正し、避難が困難な者が入所する社会福祉施設

等 (令別表第1(6)項口に掲げる施設)並びに当

該月途に供する部分が存する複合用途防火対象

物、地下街及び準地下街に設ける消防機関へ通

報する火災報知設備 (火災通報装置等)につい

て、自動火災報知設備の感知器の作動と連動し

て起動するものとした。ただし、自動火災報知

設備の受信機及び消防機関へ通報する火災報知

設備が防災センター (総合操作盤その他これに

類する設備により防火対象物の消防用設備等の

監視、操作等を行う場所であって、常時人によ

る監視等が行われており、確実な通報体制が確

保されているもの)に設置されているものにあっ

ては、連動させるまでもなく通報装置を起動す

ることができることから、この限りでないとして

セヽる。

126号省令の上記の改正は、平成27年 4月 1

日から施行する。ただし、経過措置として、現に

存する防火対象物及び現に新築等の工事中の防

火対象物における消防機関へ通報する火災通報

装置に関する基準については、平成30年 3月 31

日までの間は、なお従前の例によることとした。
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事 務 局 だ よ り

◎組合役員の役割分担
06月 度理事会 (6月 12日 )において、理事各位の役割分担が決ま り

ました。本紙 5頁組合組織図を参照 ください。

◎組合入退会

新規加入 : 有限会社城北防災設備  代表取締役 小室幸一

住所  〒 120-0036
東京都足立区千住仲町 48-11
電話  03-3879-6755
FAX 03-3879-6756

退  会 : 有馬防災センター株式会社 代表取締役 藤田 勝

◎共済制度について

●消防設備保守・点検・設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携
しています。請負業者賠償責任保険・生産物 (完成工事)賠償責任保険・

受託者賠償責任保険がセットになった総合型の保険です。
●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

● 団体傷害補償制度 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携
しています。

◎ ご注文は今後もWⅨ でお願いします。

組合員の皆様には、いつも FAXでご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名 0数量等間違いのない納品をさせて頂くために、
ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。
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